
(10) 勤続期間 

   ① 勤続期間の計算 

    一般職 

     （イ）就職した日の属する月から（退職組合加入年月日）退職した日の属する月までとする。 

    （ロ）職員としての在職期間には、他の地方公務員等として通算された在職期間も含む。 

    特別職 

      第５条の５に規定する職員になった日の属する月から退職した日の属する月までの月数（４

８月限度（任期が３年の場合は３６月））とする。ただし、当該職員が、前の職を退職した日

の属する月に再び第５条の５に規定する職員になったときは、再び職員となった日の属する月

の翌月から起算する。 

②  休職、停職等期間の取扱い 

職員としての在職期間中に休職、停職等期間がある場合は、下記のとおりとなります。 

※ 高齢者部分休業以外の期間の除算計算は、現実に職務に従事しなかった期間のある月が１以上                           

あるときとする。 

 

休 職 、 停 職 等 期 間 関 係 条 文 除 算 割 合 

職 員 団 体 専 従 期 間 
地方公務員法第５５条の２第

１項ただし書き 
期間の１／１ 

休 職 及 び 停 職 地方公務員法第２７～２９条 期間の１／２ 

育 児 休 業 
地方公務員の育児休業等に関

する法律第２条 

期間の１／２ 

（当該育児休業に係る子が１歳に達した

日の属する月までの期間については１／

３） 

育 児 短 時 間 勤 務 

（ 育 児 休 業 ） 

地方公務員の育児休業等に関

する法律第１０条 

期間の１／３ 

選択できる勤務形態 

・1日当たり 3時間 55分（週 19時間 35分） 

・1日当たり 4時間 55分（週 24時間 35分） 

・週 3日（週 23時間 15分） 

・週 2日半（週 19時間 25分） 等 

自 己 啓 発 等 休 業 地方公務員法第２６条の５ 

期間の１／１ 

（当該期間中の大学等課程の履修又は国

際貢献活動の内容が公務の能率的な運営

に特に資すると認められる場合は期間の

１／２） 

高 齢 者 部 分 休 業 地方公務員法第２６条の３ 

期間の１／２ 

（期間の換算は、２４０時間をもって１

月とし、１月未満の端数が生じたときは

切り上げる。） 

配 偶 者 同 行 休 業 地方公務員法第２６条の６ 期間の１／１ 



③ 一般職の１年未満の端月数 

   （イ）在職期間が１年未満の場合  

条例第３条（傷病又は死亡による退職を除く。）の規定により退職し在職期間が６月以上１年

未満の場合、または条例第３条（傷病又は死亡による退職に限る。）、条例第４条及び第５条第

１項の規定により退職し在職期間が１年未満の場合は１年とする。 

   （ロ）在職期間が１年以上の場合  

在職期間に１年未満の端月数がある場合はすべて切捨てる。 

④ 勤続期間の通算 

（イ） 退職の日、又はその翌日再び常勤職員として就職した場合には、在職期間が通算されるので、

退職手当は支給しない。 

   （ロ）加入要件を満たし、職員とみなされたフルタイム会計年度任用職員が退職の日、又はその翌

日再び他の組合構成市町村のフルタイム会計年度任用職員として就職した場合には、在職期間

が通算されるので退職手当は支給しない。 

   （ハ）一般職から特別職となった場合、又は特別職から一般職となった場合には、在職期間は通算

されない。（職員以外の地方公務員等の職員が任命権者の要請（復帰前提）に応じ引き続いて特

別職の職員となり在職した後引き続いて職員以外の地方公務員等となる場合には、在職期間を

通算する。） 

   （ニ）特別職が再選又は再任された場合でも、在職期間は通算しない。（任期毎の支給） 

（ホ）会計年度任用職員から引き続いて常勤職員となった場合には、在職期間は通算する。 

    （ヘ）常勤職員から会計年度任用職員となった場合には、在職期間は通算しない。 

   （ト）一般地方独立行政法人等（弘前大学等）の職員が任命権者の要請（復帰前提）で転入した場

合並びに国立大学法人等の職員が組合市町村の求めにより職員になったもののうち組合長が特

に必要と認めた者の場合には、在職期間を通算する。 

   ⑤ 転入、転出、退職派遣（条例施行規則第４条、５条） 

    （イ）組合構成市町村以外の公務員等の職員が退職した日又は翌日付で組合構成市町村の常勤職員

となったときは、退職手当は支給されず在職期間が通算される。（５０頁参照） 

（ロ）職員が退職の日又は翌日付で通算規定のある他の地方公共団体等の常勤職員となったとき

は、退職手当は支給されず在職期間が通算される。（５０頁参照） 
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（ 転 入 元 ） 

退 職 手 当 組 合 
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通 算 の 手 続 き の 流 れ 

 

 転入の場合  

※ 青森県教育委員会・構成団体内からの転入及び医師の復帰前提での転入の場合は通算の手続きは不要。 

 
① 退職手当の通算に関する証明書(様式第３号)及び履歴書の 

交付を依頼 

 

 

② 退職手当の通算に関する証明書(様式第３号)及び履歴書の 

交付 

 

 

③ 退職手当の通算に関する証明書(様式第３号)及び履歴書を 

提出 ※転入した月の翌月までに提出すること 

 

 

 

 

 

 

 転出の場合  

※ 青森県庁・青森県立（中央病院、つくしが丘病院、さわらび療育福祉センター、はまなす医療療育セ

ンター、あすなろ療育福祉センター）・青森県教育委員会・構成団体内への転出の場合は通算の手続きは

不要。 

 

 

③ 退職手当の通算に関する証明書(様式第３号)及び履歴書を 

提出 

  

 

 

 

 

① 退職報告書及び履歴書に併せて(注)退職手当の通算に関す 

る依頼文（５２頁参照）を送付 

 

 

② 退職手当の通算に関する証明書(様式第３号)及び履歴書を 

送付 

 

 

退職手当の通算に関する依頼文の注意事項 

・依頼文には転出者の①組合員番号②職・氏名③再就職先所属所名④就職年月日を必ず記載すること。 

・事前に転出先の地方公共団体から退職手当の通算に関する依頼及び証明書様式の指定がある場合は、

退職手当組合へ送付する依頼文に併せて、それらの写しを添付すること。（様式の指定がなければ組

合様式第３号により証明します。） 



青森市民病院からの転入の場合 

公 

印 

 

様式第３号（第４条、第５条関係） 

退職手当の通算に関する証明書（記載例） 

退 職 当 時 の 

所 属 所 名 
 青森市民病院 職 名 医 師 

氏 名 青 森 太 郎        （昭和５３年 ５月２５日生） 

在 職 期 間 令和 ３年 ４月 １日 ～ 令和 ５年 ３月３１日 

 

 

 

 

 

合 計 

 

５年 ０月 

 

通算した他団体に

おける在職期間 

平成３０年 ４月 １日 ～ 令和 ２年 ３月３１日 

（所属所名 八戸市立市民病院         ） 

令和 ２年 ４月 １日 ～ 令和 ３年 ３月３１日 

（所属所名 青森県立中央病院         ） 

年  月  日 ～     年  月  日 

（所属所名                  ） 

年  月  日 ～     年  月  日 

（所属所名                  ） 

再 就 職 先 

所 属 所 名 
平内町 

同上就職年月日  令和 ５年 ４月 １日 

根 拠 法 令 等 

及 び 適 用 条 項 
 青森市職員の退職手当に関する条例第２３条 

備 考  

 

上記のとおり退職手当を支給していないことを証明する。 

 

令 和 ５ 年 ４ 月 １ ０ 日            

 

 

                        青森市民病院管理者 

          〇 〇 〇 〇   

 

注 履歴書添付のこと。 

証明者職氏名 

退職年月日以降の日付での

証明が必要 

・前歴期間が複数あり、転入元の地方

公共団体が前歴期間も含めて退職手

当を支給していないことを証明して

いる場合は、その前歴期間について、

それぞれの所属所からの証明書は不

要。 

・記載例の場合は青森市民病院の証明

書と履歴書のほかに八戸市立市民病

院と青森県立中央病院の期間分の履

歴書を組合に提出する。 

青森市民病院の在

職期間 



見  本 

 

○ ○ ○ 発 第 ○ ○ 号 

令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

 

 

青森県市町村職員退職手当組合  

 組 合 長  ○ ○ ○ ○ 様 

 

 

                   ○ ○ ○ ○ ○  

    ○ ○ ○ ○  

 

 

退職手当の通算に関する証明書について（依頼） 

 

下記のとおり職員が再就職しましたので、青森県市町村職員退職手当組合退職手当条例第１９

条の規定により退職手当の支給を受けないことを証明願います。 

 

 

記 

 
１ 組 合 員 番 号  ０－１２３４５ 
 
２ 職 ・ 氏  名  内科医長 ・ ○ ○ ○ ○ 
 
３ 再就職先所属所名  八戸市立市民病院 
 
４ 就 職 年 月 日  令和５年１０月１日 

 

 

 

 

 

 

組合員 

番 号 
職 名 氏   名 

再 就 職 先 

所 属 所 名 
就 職 年 月 日 

0-12345 内科医長 ○  ○ ○ ○ 八戸市立市民病院 令和 5年 10月 1日 

     

     

     

 
 

転出者が複数いる場合 



                               給付日数 
基本手当に相当する 
退職手当の総額(上限) ＝ 基本手当日額     ×（所定給付日数   － 待期日数）  
退職後失業している場合に、     賃金日額（退職月前６    雇用保険法において定め   退職時に支給された退職手当 
失業中の生活を保障するため    月の給与の平均日額）    られている基本手当に相    の額を基本手当日額で除して 
失業している日について支給     を基に５５頁の計算式    当する退職手当の支給を    得た日数（基本手当に相当す 
される一般的な失業給付      により算定した額       受けることができる日数    る退職手当の先渡し分） 

(11) 予告を受けない退職者の退職手当（条例第９条） 

一般の退職手当には解雇予告手当又は雇止手当が含まれるので、改めて支給する必要はない。た

だし、解雇予告手当又は雇止手当は、解雇と同時に支払わなければならないので、組合から支給

されるまでの間は市町村の立替払いとなる。 

 

(12) 失業者の退職手当（条例第１０条） 

    （イ）勤続期間１２月以上（６５歳以上の職員は６月以上）で退職し、かつ、退職の日の翌日から原

則１年の期間内に一定期間失業している場合で、支給された退職手当の額が雇用保険法の規定

に基づく給付に満たないときは、その差額を雇用保険法の条件に従い支給する。 

   （ロ）勤続期間１２月以上（６５歳以上の職員は６月以上）で懲戒免職等により退職した場合は、退

職手当は支給されないので上記(イ)に該当する。ただし、１月以上３月以内の期間内で給付制

限が加えられる。 

       (ハ)所属市町村長は退職した者が、上記(イ)及び(ロ)に該当する場合は、退職票を退職後速やかに

その者に交付しなければならない。（施行規則第１６条） 

     ※ 他への就職が決定している等、失業の状態が明らかに予想されない場合又は、退職後明らか

に再就職の意思がない場合には、退職者から請求がない限り退職票を交付しなくてもよい。た

だし、交付しない場合であっても、請求に基づき退職票の交付を受けられることを伝える必要

がある。 

 

 

 

 

 

 
 

所 定 給 付 日 数 

    勤続期間 

年 齢 
１ 年 未 満 １ 年 以 上 １ ０ 年 未 満 

１０年以上 

２０年未満 
２０年以上 

全 年 齢 共 通 ９０日 １２０日 １５０日 

障

害

者

等

の 

就

職

困

難

者 

４ ５ 歳 未 満 １５０日 ３００日 

４ ５ 歳 以 上 

６ ５ 歳 未 満 
１５０日 ３６０日 

 

高年齢求職者給付金（６５歳以上で退職した者） 

勤 続 期 間 １ 年 未 満 １ 年 以 上 

高年齢求職者給付金の額 ３０日分 ５０日分 



失業者の退職手当計算例 

勤 続 期 間 年 齢 給与総額（前 6ヶ月分） 退 職 手 当 退 職 事 由 

３年５月 ２６歳 1,324,675円 296,800円 自己都合 
 

賃金日額   ＝ 1,324,675円（前 6ヶ月分の給与総額）× 1／180 ＝ 7,359円（1円未満切捨て） 
 

基本手当日額 ＝ 0.8 × 7,359 － 0.3｛（7,359 － 5,110）／（12,580 － 5,110）｝7,359 

       ＝ 5,887.2 － 664.67（各項の計算は小数点以下第 3位を四捨五入し、小数点以下第

2位まで算出） 

       ＝ 5,222円（1円未満切捨て） 
 
待期日数   ＝ 296,800円（退職手当）÷ 5,222円（基本手当日額） 

       ＝ 56日（1日未満切捨て） 
 
所定給付日数 ＝ 90日（勤続期間 1年以上 10年未満） 
 
給付日数   ＝ 90日（所定給付日数）－ 56日（待期日数）＝ 34日 

 

失業者の退職手当該当の目安について（所定給付日数９０日の場合） 

上記の給付日数の計算のように所定給付日数が９０日の場合、待期日数が９０日未満であれば失業者の退

職手当の該当となる。待期日数を求める式は 90日(待期日数)＝退職手当÷基本手当日額であるため、目安

となる退職手当額を計算するには退職手当＝90日(待期日数)×基本手当日額となる。この式に基本手当日

額の下限額と上限額を当てはめることで退職票交付の要否の目安となる退職手当額を求めることができる。 

 

〇３０歳未満で退職した場合（次頁表４参照） 
 

① 基本手当日額の下限額 ＝ 0.8 × 2,746円（最低賃金の日額）＝ 2,196円 
 
  目安となる退職手当額 ＝ 90日（待期日数）× 2,196円（基本手当日額の下限額）＝ 197,640円 
 
→基本手当日額を下限額 2,196円と仮定しても退職手当額が 197,640円未満であれば待期日数が９０日未

満となるため、失業者の退職手当の該当となる。 

つまり、３０歳未満の退職者の退職手当額が 197,640円未満だった場合は退職票を交付する必要がある。 

  

② 基本手当日額の上限額 ＝ 6,945円 
 
  目安となる退職手当額 ＝ 90日（待期日数）× 6,945円（基本手当日額の上限額）＝ 625,050円 
 
→基本手当日額を上限額 6,945円と仮定しても退職手当額が 625,050円以上であれば待期日数が９０日以 

上となるため、失業者の退職手当の該当とならない。 

 つまり、３０歳未満の退職者の退職手当額が 625,050円以上だった場合は退職票を交付する必要はない。 

 

※ ただし、197,640 円以上 625,050 円未満の場合は、失業者の退職手当の該当になるかどうかは基本

手当日額によるため退職月前６月の給与総額等の計算が必要となる。 



基本手当日額 ＝ 賃金日額 × 賃金日額に応じた給付率（４５％～８０％） 

 

基本手当日額の計算式及び金額（令和５年８月１日～令和６年７月３１日） 

                                        ※ 毎年８月１日に変更あり(雇用保険法第１６条) 

１. 退職日において３０歳以上４５歳未満  

賃  金  日  額  （ Ｗ ） 計  算  式  及  び  金  額 

2,746円以上 5,110円未満 0.8Ｗ 

5,110円以上 12,580円以下 0.8Ｗ－0.3｛（Ｗ－5,110）／（12,580－5,110）｝Ｗ 

12,580円超  15,430円以下 0.5Ｗ 

15,430円超 7,715円 

２.  退職日において４５歳以上６０歳未満 

賃  金  日  額  （ Ｗ ） 計  算  式  及  び  金  額 

2,746円以上 5,110円未満 0.8Ｗ 

5,110円以上 12,580円以下 0.8Ｗ－0.3｛（Ｗ－5,110）／（12,580－5,110）｝Ｗ 

12,580円超  16,980円以下 0.5Ｗ 

16,980円超 8,490円 

３.  退職日において６０歳以上６５歳未満 

賃  金  日  額  （ Ｗ ） 計  算  式  及  び  金  額 

2,746円以上 5,110円未満 0.8Ｗ 

 

5,110円以上 11,300円以下 

0.8Ｗ－0.35｛（Ｗ－5,110）／（11,300－5,110）｝Ｗ 

 0.05Ｗ ＋ （11,300× 0.4） 

のいずれか低い方の額 

11,300円超  16,210円以下 0.45Ｗ 

16,210円超 7,294円 

４.  退職日において３０歳未満（６５歳以上の高年齢求職者給付金受給者にも適用） 

賃  金  日  額  （ Ｗ ） 計  算  式  及  び  金  額 

2,746円以上 5,110円未満 0.8Ｗ 

5,110円以上 12,580円以下 0.8Ｗ－0.3｛（Ｗ－5,110）／（12,580－5,110）｝Ｗ 

12,580円超  13,890円以下 0.5Ｗ 

13,890円超 6,945円 

※ 端数処理については、１円未満を切捨てる。 

 

失業者の退職手当該当の目安となる退職手当額（所定給付日数９０日の場合） 
（令和５年８月１日～令和６年７月３１日） 

 
・全年齢共通で退職手当額が 197,640円未満の場合は失業者の退職手当に該当する。(退職票の交付が必要) 

・失業者の退職手当に該当しない場合 

年 齢 30歳以上45歳未満 45歳以上60歳未満 60歳以上65歳未満 30歳未満又は65歳以上 

退職手当額 694,350円以上 764,100円以上 656,460円以上 625,050円以上  



公 

印 

※期末・勤勉手当 

は含めない。 

様式第10号（第16条関係）（表面） 

青森県市町村職員退職票（記載例） 

① 令和５年１０月１０日交付 

退 

職 

し 

た 

職 

員 

② 

氏    名 

 

青森 花子 

③ 

性別 

男 
・ 
○女 

④生年月日 

及び年齢 

昭和 

平成 
９年 ４月２８日 満２６歳 

⑤住居又は居所 
〒039-2392 

上北郡六戸町大字犬落瀬字前谷地５８－２１ 

⑥就職年月日 令和２年５月 １日 ⑨ 

給与 

形態 

(A)月給・週給等 ⑩ 

受給資

格区分 

(A)一 般 受 給 資 格 

⑦退職年月日  令和５年９月３０日 (B)日給・時間給・ 

出来高払制等 

(B)高年齢受給資格 

⑧勤 続 期 間 ３年 ５月 (C)特 例 受 給 資 格 

⑪ 

失の 

業基 

者礎 

のと 

退な 

職る 

手給 

当与 

算総

定額 

（A）基本となる給与が月、

週その他一定の期間によ

って定められている者 

（B）基本となる給与が、日、時間、出来高払制その他の請負制 

によって定められている者 

⑫賃金日額 

 算定の根 

拠及び額 

退職月前６月に支払われ 

た給与の総額 

１給 料  1,182,000円 

２扶養手当       96,000円 

３時間外手当    21,315円 

４住居手当      12,000円 

５通勤手当     13,360円 

６寒冷地手当          円 

７                     円 

８                     円 

９                     円 

 合 計   1,324,675円 

退職の月前６月にお

ける労働日数 

（ｲ）日、時間、 

出来高払その他

の請負制による

給与 

（ﾛ）月、週その他 

一定の期間によっ

て定められている

給与 

賃金日額 

 

  7,359円 

算定の方式 

 

1,324,675 

180 

  月分   日        円        円 

  月分   日        円        円 

  月分   日        円        円 

  月分   日        円        円 

  月分   日        円        円 

  月分   日        円        円 

  合    計        円        円 

⑬退職時に支給さ 

れた退職手当 
296,800円 説 明 欄 

 ⑭退職時の 

 給料月額 
197,000円 

⑮退 職 事 由 別紙のとおり 

⑯上記の記載事項を確認する。                        青 

                （退職した職員の氏名）  青 森 花 子  森 

                 電 話 番 号（０８０—××××—△△△△） 

⑰ 

交 

付 

機 

関 

所 在 地 
〒039-2392 

上北郡六戸町大字犬落瀬字前谷地６０  ℡ 0176-55-3111 

市 町 村 名 六 戸 町 

市 町 村 の 長 の 

氏 名 及 び 印 
六 戸 町 長   吉 田   豊 

⑱ 

市の 

町記 

村載 

長欄 

基本手当の日額  

    5,222円 

所定給付日数 （給付日数） 

   90日（34日） 

待 期 日 数 

56日 

※ 

公安記 

共定載 

職所欄 

業の 

 

・押印漏れの無いよう退

職者に説明すること。 

・退職票交付後は、退職

者と退職組合とで書

類のやり取りを行う

ため、退職者の連絡先

を記載すること。 

 

５３～５５頁を参照の上、計

算すること。 

退職月前６月の給与総額の留意点 

・月の末日に退職した場合にはその月を含めた前

６月とする。 

・退職月前６月の給与総額とは、当該期間に支払

い義務が確定した給与のことをいう。（＝退職月

前６月の勤務の対価として支給された給与総額） 

・退職月前６月において給与の全部が支払われな

かった月がある場合、当該月については「基本給

月額」（当該月に支払われるべき俸給月額＋扶養

手当）をその月の給与とみなして計算する。 

・退職月前６月において給与の一部を支払われな

かった月がある場合、当該月について「基本給月

額」と「実際に支払われた給与の額」を比較して

多い額をその月の給与とみなして計算する。 

退職手当条例上、通算された前歴期間が

ある場合は、当該始期を記載すること。 

退職時の満年齢を記載すること。 



様式第１０号（別紙）（ 記 載 例 ） 

⑮退職事由 

【退職事由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合が有り、適正に記入してください。】 

市町村長 

記 載 欄 

退 職 者 

記 載 欄 
退 職 の 事 由 

※ 

公共職業安

定所記載欄 

  

 □ 

  □ 

   

  □ 

  □ 

  □ 

  

  □ 

  

  □ 

  □ 

   

  

  □ 

  □ 

 

 

 

 

 

   

 

 

  □ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  □  

  □  

  □  

  □  

  □  

 

 □  

１ 定年又は任用期間満了によるもの 

(1) 定年による退職（定年   歳） 

(2) 任用期間満了による退職 

 ２ 所属市町村長からの働きかけ等によるもの 

(1) 懲戒免職等処分 

  (2) 地方公務員法第28条第4項の規定による失職又はこれに準ずる退職 

(3) 地方公務員法第28条第1項第2号の規定による免職又はこれに準ず

る処分 

(4) 地方公務員法第28条第1項第1号又は第3号の規定による免職若し

くはこれに準ずる処分 

(5) 地方公務員法第28条第1項第4号の規定による免職の処分 

(6) 青森県市町村職員退職手当組合退職手当条例第8条の3第11項に規

定する認定を受けて同条第16項第3号に規定する退職すべき期日に退

職 

 ３ 公務上の傷病による退職 

 ４ 職員の個人的な事情に起因する退職 

（1） 勤務に耐えられない体調不良、けが等があったため 

（2） 妊娠、出産、育児等を行う必要があったため 

（3） 家庭の事情の急変（父母の扶養、親族の介護等）があったため 

（4） 配偶者等との別居生活が継続困難となったため 

（5） 転居により通勤困難となったため 

   （新住所：                       ） 

（6） その他 

（具体的に                       ） 

 ５ その他（１－４のいずれかにも該当しない場合） 

 

 

 

 

 

具体的事情記載欄（市町村長用） 

妊娠による 

 

 

 

 

 
 

 

 

退職事由は所定給付日数及び給付制限（求職

の申込後１～３か月間、基本手当を受給でき

ない期間）の有無に影響を与える場合がある

ため、適正に記入すること。 



 

失業者の退職手当（基本手当に相当する退職手当）を受給するまで 

 

※ 勤続期間 12月未満の退職者（退職手当を支給される者を除く）には在職票を交付すること。 

                                                         ・失業者退職手当受給資格証 

                                                         ・退職手当等請求書 

     ・退職票             ・退職票         ・退職票         ・退職票      ・失業認定申告書 

市町村等     勤続期間 12月以上の退職者        職業安定所          退職者     退職組合  
         （以下「退職者」という。）      

交 付              求職の申込み       退職票受理内容      送 付      送 付 

                                   を記載                      

 

                           給付終了まで繰り返し 

        ・受給資格証 

        ・請求書              ・受給資格証       ・受給資格証       ・受給資格証 

        ・認定申告書を持参         ・請求書         ・請求書         ・失業手当裁定書 

  退職者               職業安定所          退職者         退職組合          退職者  

         認定日に認定を受ける        受け取る         送 付          送付及び振込 

                                                     ※組合到着後２週間前後 

 

注意事項 １ 失業者の退職手当の受給は、就職したいという積極的な意思があり、かつ、いつでも就職できる能力（健康上、家庭環境上問題がな 

       く働ける状態）があり、積極的に仕事を探していても失業状態である方が対象となります。 

          ２ 失業者の退職手当の受給期間は原則として退職日の翌日から１年となるため、退職票の交付を受けた場合は、速やかに職業安定所で 

求職の申込手続をしてください。 

     ３ 基本手当に相当する退職手当は、妊娠、出産、育児、病気等により引き続いて３０日以上職業に就くことができない場合には受給期 

間の延長を申請することができます。 

     ４ 受給資格証の氏名又は住所を変更したときは、「受給資格者氏名・住所変更届」の提出が必要となりますので組合にご連絡ください。 

     ５ 職業安定所にて手続した場合は、速やかに関係書類を退職組合に送付してください。 
   

    ※ 組合ホームページ https://aomori-taite.jpからこの用紙をダウンロードし、退職票と併せて該当者に配布ください。 

市町村等 勤続期間12月(65歳以上は

6 月)以上の退職者(以下

「退職者」という。) 

職業安定所 

職業安定所 

退職者 

退職者 退職者 退職者 

退職組合 

退職組合 


